
（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

総調０２５ 項　　目　　名 納付催告センター運営費
新規
事業

総務部総務調整監 
徴収課年度 H28

事業の概要　会計名

予算書項目 徴収事務費 ページ 177 所　　属　　名

一般会計 【問合せ先】管理係 0857-20-3432 

【１０次総の施策体系】5301 

【事業の目的及び効果】 
　未納市税及び国保料について、電話オペレーターによる集中的な電話催告を実施する。 
新規滞納の発生や滞納の累積化を防ぎ、徴収率の向上を図る。 

【事業の内容及び実績（過去３年）】 
　１事業内容 
　未納市税等について、電話オペレーターによる集中的な電話催告の実施。
 　　電話オペレーター　４名 
　　管理者　　　　　　２名 
　　　　　　　 
　２事業の実績 
　（１）市税　　　　　架電件数　 勧奨金額 　　入金額　　 入金率（翌月15日まで） 
　　平成２４年度　　　23,285件　141,921千円　58,901千円　　41.5%　 
　　平成２５年度　　　22,930件　 99,420千円  61,913千円　　62.2% 
　　平成２６年度　　　18,131件　 88,610千円  50,675千円　　57.1% 
　 
  （２）国保料　　　　架電件数　 勧奨金額 　　入金額　　 入金率（翌月15日まで） 
　　平成２４年度　　　 8,711件　 71,001千円　26,342千円　　37.1% 
　　平成２５年度　　   9,736件   46,543千円　31,639千円　　67.9% 
    平成２６年度　　   8,641件   57,746千円　29,894千円　　51.7%　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　＊その他財源の諸収入は、市税延滞金
 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 総務費

項 徴税費

目 賦課徴収費

前年度当初予算額 17,585 

本年度要求額 17,585 

総務部長段階査定額 17,585 その他財源の内訳

0 

その他 10,829 0 

市長段階査定額 17,585 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

地方債 0 

分担金 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 6,756 諸収入 10,829 

計 17,585 その他 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

-24-

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

分担金 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 16,299 諸収入 0 

計 19,300 その他 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 3,001 0 

その他 0 0 

市長段階査定額 19,300 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

地方債 0 

一般会計 【問合せ先】危機対策係・消防防災係 0857-20-3127.20-3118 
【１０次総の施策体系】4101 
【事業の経過及び背景】 
　災害を未然に防ぎ、発生時の被害を最小限にくい止めるため、総合的に防災体制を整備 
する必要がある。 
　地域に対しては、防災体制の整備強化を行うことにより災害時の被害軽減が可能と なる
ため、住民に対する積極的な防災意識の啓発や防災情報の提供を強化していく必要があ
る。 
【事業の目的及び効果】 
①　鳥取市防災会議 
　鳥取市地域防災計画を作成し、その実施を推進することや、市長の諮問に応じて市の地
域に係る防災に関する重要事項を審議する。 
②　住民への防災情報伝達 
　災害時における住民への情報伝達手段について、多種多様な方法により情報の発信を行 
い、住民への情報提供を行う。 
③　総合防災マップ等の活用 
　地域防災計画、総合防災マップ等を活用し、防災意識・防災体制の強化を図る。 
④　災害時応援協定都市との交流 
　災害時において相互応援協定締結都市と情報の共有を行い、災害時の連携強化を図る。 
【事業の内容】 
　・地区防災マップ印刷費助成、総合防災マップや防災ハンドブックの更新 
　・職員参集システム、とっとり地域ぼうさいメール配信システム、被災者支援システム
の運用 
　・災害時応援協定都市との連携強化 
【根拠計画】鳥取市地域防災計画、鳥取市防災会議条例 
【国・県への要望の状況】防災対策の充実に関する支援 
【市民ニーズの状況】地域づくり懇談会、地区要望等　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 総務費

項 総務管理費

目 諸費

前年度当初予算額 14,981 

本年度要求額 21,087 

総務部長段階査定額 19,300 その他財源の内訳

0 

総務部防災調整監 
危機管理課年度 H28

事業の概要　会計名

予算書項目 総合防災対策費 ページ 173 所　　属　　名

防００１ 項　　目　　名 総合防災対策事業費
新規
事業

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

分担金 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 10,000 諸収入 0 

計 10,000 その他 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

その他 0 0 

市長段階査定額 10,000 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

地方債 0 

一般会計 【問合せ先】危機対策係 0857-20-3127 

【１０次総の施策体系】4101 

【事業の経過及び背景】 
　平成２６年度から自主防災会に対する防災資機材の整備に係る補助を行い、地域防災力 
の向上を図っている。 

【事業の目的及び効果】 
　地域防災の要となる自主防災会に対して、地域防災力向上を推進するため、防災資機材
の整備を促進する。 

【事業の内容・実績】 
平成２６年度　１４５自主防災会 
平成２７年度　１３０自主防災会（平成２８年１月２６日現在） 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 総務費

項 総務管理費

目 諸費

前年度当初予算額 18,400 

本年度要求額 15,000 

総務部長段階査定額 10,000 その他財源の内訳

0 

総務部防災調整監 
危機管理課年度 H28

事業の概要　会計名

予算書項目 総合防災対策費 ページ 173 所　　属　　名

防００２ 項　　目　　名 自主防災活動補助金
新規
事業
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

分担金 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 12,669 諸収入 0 

計 151,369 その他 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

その他 0 0 

市長段階査定額 151,369 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

地方債 138,700 

一般会計 【問合せ先】危機対策係 0857-20-3127 

【１０次総の施策体系】4101  

【事業の経過及び背景】  
　鳥取市の防災行政無線（同報系）は、現在、平成２２年にデジタル方式で整備した鳥取 
・国府地域と、合併前にアナログ方式で整備されていたその他地域の８つのシステムで運 
用している。 
　総務省のデジタル化の方針により、この防災行政無線のうちアナログ方式のシステムを 
平成３４年１１月までにデジタル方式へ切り替えることと併せて、鳥取市として１つのシ
ステムに統合し ていく必要がある。 
　加えて、２８年度には、旧国府町総合支所の解体に伴う屋外拡声子局の移設を行なう。 

【事業の目的及び効果】  
　防災行政無線は、緊急時の情報伝達の重要な手段の１つであるが、デジタル化の推進に 
伴い、老朽化してきているアナログ同報系無線部品の生産停止など、維持修繕も困難な状
況になっている。 デジタル方式への切替えにより、より適正な保守維持が可能となる。 
　また、旧国府町総合支所の屋外拡声子局を移設することにより、住民に継続して災害情
報を伝 達することができる。 

【事業の内容】  
　平成２２年度　　鳥取・国府同報系防災無線運用開始（デジタル化整備）  
　平成２６年度　　同報系防災行政無線設備整備実施設計  
　平成２７年度～　デジタル化更新整備 
　　　　　　　　　①青谷地域 　　　（平成２７～２８年度）
　　　　　　　　　②気高・鹿野地域 （平成２８年度以降）
　　　　　　　　　③福部・佐治地域 
　　　　　　　　　④河原・用瀬地域 
　平成２８年度  　旧国府町総合支所に設置の屋外拡声子局の移設

款 総務費

項 総務管理費

目 諸費

前年度当初予算額 310,731 

本年度要求額 151,369 

総務部長段階査定額 151,369 その他財源の内訳

0 

総務部防災調整監 
危機管理課年度 H28

事業の概要　会計名

予算書項目 総合防災対策費 ページ 173 所　　属　　名

防００３ 項　　目　　名 防災行政無線整備事業費
新規
事業

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

分担金 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 29,480 諸収入 0 

計 29,480 その他 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

その他 0 0 

市長段階査定額 29,480 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

地方債 0 

一般会計 【問合せ先】消防防災係 0857-20-3118 

【１０次総の政策体系】4101 

【事業の経過及び背景】 
　市街地の消防拠点である鳥取消防署東町出張所庁舎の老朽化が著しく、拠点機能の維持 
が困難な状況に至ったため、消防庁舎の整備や消防・救急車両の配置等、消防体制の充実 
強化について検討を重ねた結果、移転・新築することとした。 

【事業の目的及び効果】 
　鳥取消防署東町出張所の移転・新築を行うことにより、迅速な救急業務、より機動的な 
災害対応が可能となるなど、市街地の消防力の向上を図ることができる。 

【事業の内容】 
　○旧東町出張所の解体及び工損調査
　（実績等）
　平成２４年度　鳥取市土地開発公社により用地を取得 
　平成２５年度　建設予定地の既存建物解体（鳥取市土地開発公社） 
　　　　　　　　鳥取市土地開発公社から用地取得　　　　　　 
　平成２６年度　東町出張所建築設計（消防局） 
　平成２７年度　建築工事（消防局） 
　平成２８年度　現東町出張所解体

款 消防費

項 消防費

目 常備消防費

前年度当初予算額 22,134 

本年度要求額 29,480 

総務部長段階査定額 29,480 その他財源の内訳

0 

総務部防災調整監 
危機管理課年度 H28

事業の概要　会計名

予算書項目 鳥取消防署東町出張所移転整備事業費 ページ 265 所　　属　　名

防００４ 項　　目　　名 鳥取消防署東町出張所移転整備事業費
新規
事業

-26-－ 26 －



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

分担金 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 12,669 諸収入 0 

計 151,369 その他 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

その他 0 0 

市長段階査定額 151,369 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

地方債 138,700 

一般会計 【問合せ先】危機対策係 0857-20-3127 

【１０次総の施策体系】4101  

【事業の経過及び背景】  
　鳥取市の防災行政無線（同報系）は、現在、平成２２年にデジタル方式で整備した鳥取 
・国府地域と、合併前にアナログ方式で整備されていたその他地域の８つのシステムで運 
用している。 
　総務省のデジタル化の方針により、この防災行政無線のうちアナログ方式のシステムを 
平成３４年１１月までにデジタル方式へ切り替えることと併せて、鳥取市として１つのシ
ステムに統合し ていく必要がある。 
　加えて、２８年度には、旧国府町総合支所の解体に伴う屋外拡声子局の移設を行なう。 

【事業の目的及び効果】  
　防災行政無線は、緊急時の情報伝達の重要な手段の１つであるが、デジタル化の推進に 
伴い、老朽化してきているアナログ同報系無線部品の生産停止など、維持修繕も困難な状
況になっている。 デジタル方式への切替えにより、より適正な保守維持が可能となる。 
　また、旧国府町総合支所の屋外拡声子局を移設することにより、住民に継続して災害情
報を伝 達することができる。 

【事業の内容】  
　平成２２年度　　鳥取・国府同報系防災無線運用開始（デジタル化整備）  
　平成２６年度　　同報系防災行政無線設備整備実施設計  
　平成２７年度～　デジタル化更新整備 
　　　　　　　　　①青谷地域 　　　（平成２７～２８年度）
　　　　　　　　　②気高・鹿野地域 （平成２８年度以降）
　　　　　　　　　③福部・佐治地域 
　　　　　　　　　④河原・用瀬地域 
　平成２８年度  　旧国府町総合支所に設置の屋外拡声子局の移設

款 総務費

項 総務管理費

目 諸費

前年度当初予算額 310,731 

本年度要求額 151,369 

総務部長段階査定額 151,369 その他財源の内訳

0 

総務部防災調整監 
危機管理課年度 H28

事業の概要　会計名

予算書項目 総合防災対策費 ページ 173 所　　属　　名

防００３ 項　　目　　名 防災行政無線整備事業費
新規
事業

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

分担金 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 29,480 諸収入 0 

計 29,480 その他 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

その他 0 0 

市長段階査定額 29,480 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

地方債 0 

一般会計 【問合せ先】消防防災係 0857-20-3118 

【１０次総の政策体系】4101 

【事業の経過及び背景】 
　市街地の消防拠点である鳥取消防署東町出張所庁舎の老朽化が著しく、拠点機能の維持 
が困難な状況に至ったため、消防庁舎の整備や消防・救急車両の配置等、消防体制の充実 
強化について検討を重ねた結果、移転・新築することとした。 

【事業の目的及び効果】 
　鳥取消防署東町出張所の移転・新築を行うことにより、迅速な救急業務、より機動的な 
災害対応が可能となるなど、市街地の消防力の向上を図ることができる。 

【事業の内容】 
　○旧東町出張所の解体及び工損調査
　（実績等）
　平成２４年度　鳥取市土地開発公社により用地を取得 
　平成２５年度　建設予定地の既存建物解体（鳥取市土地開発公社） 
　　　　　　　　鳥取市土地開発公社から用地取得　　　　　　 
　平成２６年度　東町出張所建築設計（消防局） 
　平成２７年度　建築工事（消防局） 
　平成２８年度　現東町出張所解体

款 消防費

項 消防費

目 常備消防費

前年度当初予算額 22,134 

本年度要求額 29,480 

総務部長段階査定額 29,480 その他財源の内訳

0 

総務部防災調整監 
危機管理課年度 H28

事業の概要　会計名

予算書項目 鳥取消防署東町出張所移転整備事業費 ページ 265 所　　属　　名

防００４ 項　　目　　名 鳥取消防署東町出張所移転整備事業費
新規
事業

-26-

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

分担金 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 75 諸収入 0 

計 14,275 その他 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

その他 0 0 

市長段階査定額 14,275 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

地方債 14,200 

一般会計 【問合せ先】消防防災係 0857-20-3118 

【１０次総の政策体系】4101 

【事業の経過及び背景】　 
　消火栓や河川等の消防水利から距離のある地域、また、大規模な火災では水量不足によ 
り使用できない消火栓が生じるおそれがある地域等については、地域の実情に応じて防火 
水槽の新設を行う必要がある。　 

【事業の目的及び効果】 
　地域内の水道管の管径や消火栓の配置状況等を考慮し、必要に応じて防火水槽を設置
し、火災時の消防水利を確保することを目的とする。 

【事業の内容・実績】 
　○耐震性防火水槽新設（伏野、用瀬町美成地内　各１基） 
　（実績）
　平成２５年度　１基（青谷町露谷地内） 
　平成２７年度　８基（河原町山手地内７基、卯垣５丁目地内１基）（見込） 

【用地取得の必要性】 
　市有地又は地域からの無償提供による。 

【市民ニーズの状況】 
　地区要望、市民の声等

款 消防費

項 消防費

目 消防施設費

前年度当初予算額 52,593 

本年度要求額 14,275 

総務部長段階査定額 14,275 その他財源の内訳

0 

総務部防災調整監 
危機管理課年度 H28

事業の概要　会計名

予算書項目 消防施設等整備費 ページ 267 所　　属　　名

防００５ 項　　目　　名 防火水槽整備費（新設等）
新規
事業

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

分担金 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 2,155 諸収入 0 

計 30,755 その他 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

その他 0 0 

市長段階査定額 30,755 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

地方債 28,600 

一般会計 【問合せ先】消防防災係 0857-20-3118 

【１０次総の政策体系】4101 

【事業の経過及び背景】 
　消防団格納庫の中には、建設から５０年近く経過して老朽化しているとともに、格納庫
が 狭小であるため、新型の消防ポンプ車が格納できない格納庫がある。また、団員が迅速
に 活動するための待機場所の設置が必要となっている。 

【事業の目的及び効果】 
　老朽化している格納庫を新築することにより、今後の消防ポンプ自動車の更新に備える
とと もに、消防ポンプ車格納庫に待機場所を整備することによる出動時間の短縮により、
被害 の軽減を図ることができる。
 
【事業の内容・実績】 
　老朽化した格納庫を建替え、地域の消防力の向上を図る。 
　①用瀬社分団消防格納庫新築工事、旧格納庫解体工事 
　②明治分団消防格納庫新築設計 
　（実績）
　平成２５年度　青谷第３分団格納庫便所設置、東郷分団格納庫予定地建物解体 
　平成２６年度　東郷分団格納庫設計・建築（25年度の繰越）、鹿野第２分団格納庫設計 
　　　　　　　　簡水・下水道接続工事 
　平成２７年度　鹿野第２分団格納庫建築（26年度の繰越）、用瀬社分団格納庫設計 

款 消防費

項 消防費

目 消防施設費

前年度当初予算額 7,804 

本年度要求額 34,914 

総務部長段階査定額 30,755 その他財源の内訳

0 

総務部防災調整監 
危機管理課年度 H28

事業の概要　会計名

予算書項目 消防施設等整備費 ページ 267 所　　属　　名

防００６ 項　　目　　名 消防ポンプ車格納庫建設事業費
新規
事業

-27-－ 27 －



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

分担金 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 293 諸収入 0 

計 48,493 その他 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

その他 0 0 

市長段階査定額 48,493 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

地方債 48,200 

一般会計 【問合せ先】消防防災係 0857-20-3118 

【１０次総の政策体系】4101 

【事業の経過及び背景】　 
　消防団に配備している消防ポンプ自動車及び可搬消防ポンプを計画的に更新する。　 

【事業の目的及び効果】 
　消防ポンプを更新することにより、作業効率が向上し、火災時等における被害の軽減を 
図ることができる。 

【事業の内容・実績】 
　①消防ポンプ自動車の更新（鹿野第１分団・河原本部分団） 
　②可搬消防ポンプの更新（福部本部分団）
　（実績） 
　平成２４年度　ポンプ車更新（大正）、可搬ポンプ更新（吉岡） 
　平成２５年度　ポンプ車更新（神戸）、可搬ポンプ更新（倉田） 
　平成２６年度　ポンプ車更新（福部本部、東郷）、可搬ポンプ更新（津ノ井） 
　平成２７年度　ポンプ車更新（美保、国府第２）、可搬ポンプ更新（米里）
 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 消防費

項 消防費

目 消防施設費

前年度当初予算額 47,531 

本年度要求額 48,493 

総務部長段階査定額 48,493 その他財源の内訳

0 

総務部防災調整監 
危機管理課年度 H28

事業の概要　会計名

予算書項目 消防ポンプ等購入費 ページ 267 所　　属　　名

防００７ 項　　目　　名 消防ポンプ車購入費
新規
事業

-28-－ 28 －


